
令和 2 年度  3月補正予算　主要な事業の説明書

（一般会計）

令和3年 第1回 嬉野市議会定例会提出





【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続 ○

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 平成 年度 ～ 令和 2 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

2,745
9,240

補助率

５．その他参考となる事項

※補助概要等については当初予算と同じ
補正前事業費
3月補正事業費
（補正財源内訳） 国庫支出金

一般財源

補正後事業費

〇ポップアップパーティション 13,000円×300台×1.1＝4,290,000円
〇簡易ベッド             　　     15,000円×300台×1.1＝4,950,000円

11,985

令和２年度 3月 補正予算

予算体系 ９　消防費 １　消防費 ５　災害対策費 事業名 緊急防災対策事業（避難所運営資機材）

総合計画による位置づけ 基本方針 　助け合う安全・安心のまちづくり 政策分野 ①消防・防災

実施主体 市 所属部 行政経営部 所属課 総務・防災課 予算書ページ 67 新規

　内閣府により示された、新型コロナウイルス感染症への更なる対応についての事務連絡を受け、来たるべき災害時の避難所における感染対予防対策を図り、避難者の感染
リスクの軽減を図る。

　市内の主な避難所において、感染防止のために密集回避のためのパーティションと簡易ベッドを用いることで、飛沫拡散防止や咳の抑制に資する。

事業費(千円) 11,985 予算額(単位：千円)

実施年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

事業内容
避難所運営資
機材

需用費 （消耗品費）避難所運営資機材

　【今回追加補正】　9,240,000円

事業費(単位:千円) 11,985

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金
市債
ふるさと応援寄附金

地方創生臨時交付金 10,000

一般財源 1,985

2,745千円
9,240千円
9,000千円

240千円

11,985千円

計
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 平成 年度 ～ 令和 2 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

5,500

補助率

5,500

５．その他参考となる事項

令和２年度 3月 補正予算

予算体系 ９　消防費 １　消防費 ５　災害対策費 事業名 ビデオ会議システム構築

総合計画による位置づけ 基本方針 　助け合う安全・安心のまちづくり 政策分野 ①消防・防災

実施主体 市 所属部 行政経営部 所属課 総務・防災課 予算書ページ 67 新規 ○

　 災害時、塩田庁舎・嬉野庁舎等の情報連携するため。既にインターネット回線を利用したＷＥＢ会議システムで情報連携しているが、庁舎間の回線を利用し情報連携すること
で、停電時にも対応が可能になる。

　ビデオ会議システム　３箇所（塩田庁舎、嬉野庁舎、現場用）

事業費(千円) 5,500 予算額(単位：千円)

実施年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

事業内容
ビデオ会議シス
テム構築

委託料 ビデオ会議システム構築

事業費(単位:千円) 5,500

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金
市債
ふるさと応援寄附金

地方創生臨時交付金 5,000

一般財源 500 計
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続 ○

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 平成 年度 ～ 令和 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

4,300
784
938

補助率 20,490
-9,453

214
17,928

-11,378
1,609,599

222,641
698

５．その他参考となる事項 1,345,049
148,190

寄附額 市へ直接申込       650件  　     31,533千円
オンライン申込 249,000件   　3,318,467千円
計 249,650件     3,350,000千円

3,350,000計

　【今回追加補正】　222,641,000円

使用料及び賃借料 紙折り封入封緘機リース代

積立金 積立金

　【今回追加補正】　148,190,000円

一般財源

財
源
内
訳

国庫支出金

市債 役務費 （通信運搬費）郵便料、返信用切手代　（手数料）振込手数料（郵便局）

委託料 お礼品・配送料、事務委託料、ワンストップ申請書受付業務等

ふるさと応援寄附金 2,666,961 1,803,079 3,050,147 3,350,000 　【今回追加補正】　-11,378,000円

その他

　【今回追加補正】　-9,453,000円

県支出金 需用費 （消耗品費）用紙代他事務用品

事業内容
寄附の受付け
及び寄附者へ
のお礼品配送

寄附の受付け
及び寄附者へ
のお礼品配送

寄附の受付け
及び寄附者へ
のお礼品配送

寄附の受付け
及び寄附者へ
のお礼品配送

報酬 会計年度任用職員１年×2人、９カ月×1人、３カ月×1人

職員手当 会計年度任用職員１年×2人、９カ月×1人

共済費

寄附金は、嬉野市ふるさと応援寄附金基金条例及び嬉野市ふるさと応援寄附金子育て夢基金条例に基づき基金として積み立て、各事業に活用する。

事業費(千円) 予算額(単位：千円)

実施年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

会計年度任用職員１年×2人、９カ月×1人、３カ月×1人

事業費(単位:千円) 2,666,961 1,803,079 3,050,147 3,350,000 報償費 市受付分　お礼品（配送料含む)

令和２年度 3月 補正予算

予算体系 ２　総務費 １　総務管理費 ６　企画費 事業名 ふるさと応援寄附金

総合計画による位置づけ 基本方針 　みんなで創る自発のまちづくり 政策分野 ⑤財政計画

実施主体 市 所属部 総合戦略推進部 所属課 企画政策課 予算書ページ 38､39 新規

嬉野市のまちづくりを応援するために贈られた寄附金を財源として、次のようなまちづくりに活用する。
〇“いきいき”ひとにやさしいまちづくり　○“もりもり”元気のあるまちづくり　○“わくわく”子どもを育むまちづくり　○夢ひろがるまちづくり
〇子どもたちが健やかに育つことを支援する事業

当初予算事業費 3,000,000 千円
　３月補正事業費 350,000 千円

補正後事業費 3,350,000 千円
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続 ○

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 平成 29 年度 ～ 令和 2 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

51,475

補助率 21,557

５．その他参考となる事項

当初予算事業費 51,475千円
3月補正額 21,557千円
（補正財源内訳）一般財源 1,557千円
　ふるさと応援寄附金基金 20,000千円

補正後事業費 73,032千円

73,032

令和２年度 3月 補正予算

予算体系 2　総務費 １　総務管理費 6　企画費 事業名 生活交通路線維持

総合計画による位置づけ 基本方針 　自然と調和、快適住生活のまちづくり 政策分野 ⑦道路・交通

実施主体 市 所属部 総合戦略推進部 所属課 新幹線・まちづくり課 予算書ページ 39 新規

市内における公共交通機関としてのバス路線の運行を維持するため、生活交通路線の運行を行う乗合バス事業者に対し補助金を交付することとし、自家用車など他の交通
手段を持たない高齢者や児童・生徒など、地域住民の生活に必要であるバス路線を維持することにより、住民福祉の向上と地域の活性化を図る。

市内生活交通バス路線の維持のため運行事業者であるバス事業者の運行経費に補助を行う。

事業費(千円) 144,922 予算額(単位：千円)

実施年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

事業内容

運行経費補助 運行経費補助 運行経費補助 運行経費補助 負担金、補助及び交付金 （補助金）

当初予算額
（祐徳）嬉野線20,002千円、吉田線13,359千円、祐徳線6,049千円（JR)嬉野線12,065千円

事業費(単位:千円) 16,785 23,345 31,760 73,032 今回追加補正

財
源
内
訳

国庫支出金 （祐徳）嬉野線6,920千円、吉田線6,010千円、祐徳線3,413千円（JR)嬉野線5,214千円

県支出金
市債
ふるさと応援寄附金 70,000

その他
一般財源 16,785 23,345 31,760 3,032

計
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続 ○

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 平成 29 年度 ～ 令和 2 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

15,200

補助率 4,467

５．その他参考となる事項

当初予算事業費 15,200千円
3月補正額 4,467千円
（補正財源内訳）一般財源 1,467千円
　ふるさと応援寄附金基金 3,000千円

補正後事業費 19,667千円

19,667

令和２年度 3月 補正予算

予算体系 2　総務費 １　総務管理費 6　企画費 事業名 廃止路線代替バス運行費

総合計画による位置づけ 基本方針 　自然と調和、快適住生活のまちづくり 政策分野 ⑦道路・交通

実施主体 市 所属部 総合戦略推進部 所属課 新幹線・まちづくり課 予算書ページ 39 新規

バス路線の廃止が行われた場合、廃止路線代替バスを運行する貸切バス事業者及び乗合タクシー事業者に対し補助金を交付することとし、自家用車など他の交通手段を持
たない高齢者や児童・生徒など、地域住民の生活に必要な公共交通機能であるバス路線を維持することにより、住民福祉の向上と地域の活性化を図る。

市内バス路線の維持のため運行事業者であるバス事業者及び乗合タクシー事業者の運行経費に補助を行う。

事業費(千円) 60,542 予算額(単位：千円)

実施年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

事業内容

運行経費補助 運行経費補助 運行経費補助 運行経費補助 負担金、補助及び交付金 （補助金）

当初予算額
（再耕庵）上久間線2,260千円、（祐徳）下吉田線3,104千円、三間坂線2,681千円（JR)牛の岳線7,155千円

事業費(単位:千円) 12,232 13,517 15,126 19,667 今回追加補正

財
源
内
訳

国庫支出金 （再耕庵）上久間線▲26千円、（祐徳）下吉田線1,793千円、三間坂線2,740千円（JR)牛の岳線▲40千円

県支出金 622 618 310

市債
ふるさと応援寄附金 18,000

その他
一般財源 11,610 12,899 14,816 1,667

計
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続 ○

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 令和 2 年度 ～ 令和 3 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

2,824
5,866

補助率 540
10/10 11,665

2,052

５．その他参考となる事項 2,454
320

22,571
補正前事業費 14,748
3月補正事業費
（補正財源内訳） 国庫支出金

一般財源 2,400
3,300

補正後事業費

68,740

令和２年度 3月 補正予算

予算体系 ４　衛生費 １　保健衛生費 ４　予防費 事業名 新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽﾜｸﾁﾝ接種事業

総合計画による位置づけ 基本方針 　ともに支え笑顔あふれるまちづくり 政策分野 ⑤健康・医療

実施主体 市 所属部 市民福祉部 所属課 健康づくり課 予算書ページ 52､53 新規

事業費(単位:千円) 68,740 共済費 　【今回追加補正】会計年度任用職員社会保険料、雇用保険料

財
源
内
訳

新型コロナウイルス感染を予防するため、新型コロナワクチンの接種に必要な体制を整備し、ワクチンが供給できる状況になれば速やかに住民への接種をできるようにする。

〇新型コロナウイルスワクチン接種（集団接種）会場で必要な物品の購入
〇市民への接種券の印刷・発送
〇健康管理システム（予防接種台帳システム）の改修
〇コールセンターの設置（問い合わせ・予約代行入力）　　　〇接種会場・医療従事者の確保

事業費(千円) 68,740 予算額(単位：千円)

実施年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

事業内容

接種券印刷・発送
接種会場・物品確保
接種管理市ｼｽﾃﾑ改修
ｺｰﾙｾﾝﾀｰ設置・運営

報酬 　【今回追加補正】会計年度任用職員156,851円×6月×3人

職員手当等 　【今回追加補正】職員手当等

　会計年度任用職員通勤手当・期末手当、職員時間外手当

国庫支出金 68,739 需用費 消耗品費　【2月臨時議会予算】

県支出金 　【今回追加補正】消耗品費、光熱水費

市債 消耗品費:1,932千円

ふるさと応援寄附金 　会場設営用品：740,000円、ワクチン移送用品:642,000円

その他 　救急用品:550,000円

一般財源 1 光熱水費:120千円

　超低温冷凍庫電気代：120,000円

役務費 通信運搬費　【2月臨時議会予算】

　【今回追加補正】手数料

　医療機関届出手数料:20,000円、国保連合会手数料:300,000円

委託料 委託料　【2月臨時議会予算】

36,690千円 　【今回追加補正】委託料

32,050千円 　会場設営・撤去・運搬：554,000円、誘導（警備):3,600,000円

32,051千円 　ワクチン移送:10,000,000円、システム改修:594,000円

△1千円 使用料及び賃借料 　【今回追加補正】医師・看護師送迎用タクシー代

備品購入費 　【今回追加補正】蓄電機 1,650,000円×2台

68,740千円

計
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続 ○

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 平成 29 年度 ～ 令和 2 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

874
721,900

補助率
50%
25%

32,768

５．その他参考となる事項

現予算事業費 千円
３月補正事業費 千円
補正後事業費 千円

（補正財源内訳） 国 千円
県 千円

一般財源 千円

754,668 874

令和２年度 3月 補正予算

予算体系 ３　民生費 １　社会福祉費 ２　障がい者福祉費 事業名 自立支援給付費（介護・訓練等給付）

総合計画による位置づけ 基本方針 　ともに支え笑顔あふれるまちづくり 政策分野 ③障がい者

実施主体 市 所属部 市民福祉部 所属課 福祉課 予算書ページ 48 新規

　障がい者自らがサービスを選択し、サービスを提供する指定事業者・施設との契約によりサービスを利用することを目的とする。サービスに要する費用の一部、または全額を
給付することで、利用者の経済的負担を軽減し、もって福祉の増進に資する。

○居宅介護サービス：ホームヘルパーが掃除、洗濯、食事の用意などの支援を行う。
○短期入所：家族等支援者が不在のとき等に施設を利用する。
○施設入所支援サービス:家庭での生活が困難な者等が施設に入所し、年間を通して支援を受ける。
○就労支援サービス：障がいを持つために一般就労が困難な者に対し、日中活動として働く場を提供する。

事業費(千円) 2,871,303 予算額(単位：千円)

実施年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

事業内容
・居宅介護　・短期入所
・施設入所支援
・就労支援サービス
・計画相談支援

・居宅介護　・短期入所
・施設入所支援
・就労支援サービス
・計画相談支援

・居宅介護　・短期入所
・施設入所支援
・就労支援サービス
・計画相談支援

・居宅介護　・短期入所
・施設入所支援
・就労支援サービス
・計画相談支援

（当初予算）

役務費 （手数料）

扶助費

事業費(単位:千円) 684,732 708,981 722,048 755,542

財
源
内
訳

国庫支出金 337,252 363,088 363,625 377,334 今回追加補正

県支出金 168,626 181,544 181,812 188,667

市債 扶助費 今年度見込額　754,667,601円

ふるさと応援寄附金 754,667,601円－721,900,000円＝32,767,601円

その他
一般財源 178,854 164,349 176,611 189,541

722,774
32,768

755,542

16,384
8,192
8,192

計
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続 ○

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 平成 29 年度 ～ 令和 2 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

250

補助率 99,502
50%
25%

7,350

５．その他参考となる事項

現予算事業費 千円
３月補正事業費 千円
補正後事業費 千円

（補正財源内訳） 国 千円
県 千円
一般財源 千円

106,852 250

令和２年度 3月 補正予算

予算体系 3 民生費 1 社会福祉費 2 障がい者福祉費 事業名 障がい児通所給付費等事業

総合計画による位置づけ 基本方針 　ともに支え笑顔あふれるまちづくり 政策分野 ③障がい者

実施主体 市 所属部 市民福祉部 所属課 福祉課 予算書ページ 47 新規

障がい児に対し日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与及び集団生活への適応訓練を行う。

就学前の障がい児（児童発達支援）、就学の障がい児（放課後等デイサービス）に日常生活等の適応指導を行う。
外出が著しく困難な障がい児の居宅を訪問し、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与等を行う。
保育所等に訪問し、障がい児に集団への適応指導等を行う。

事業費(千円) 325,701 予算額(単位：千円)

実施年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

事業内容

・児童発達支援
・放課後等デイ
サービス
・保育所等訪問支

・児童発達支援
・居宅訪問型児童発達
支援
・放課後等デイサービス
・保育所等訪問支援

・児童発達支援
・居宅訪問型児童発達
支援
・放課後等デイサービス
・保育所等訪問支援

・児童発達支援
・居宅訪問型児童発達
支援
・放課後等デイサービス
・保育所等訪問支援

役務費 （手数料）障がい児通所給付費等事務

182円×1,370件=249,340円

事業費(単位:千円) 61,861 71,611 85,127 107,102 扶助費

財
源
内
訳

国庫支出金 30,778 34,394 39,800 53,426

県支出金 15,389 17,197 19,900 26,713 今回追加補正

市債
ふるさと応援寄附金 扶助費 今年度見込額　106,852千円

その他 106,852千円－99,502千円＝7,350千円

一般財源 15,694 20,020 25,427 26,963

99,752
7,350

107,102

3,675
1,838
1,837

計
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続 ○

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 平成 29 年度 ～ 令和 2 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

62,592

補助率

50% 3,575

５．その他参考となる事項

現予算事業費 千円
３月補正事業費 千円
補正後事業費 千円

（補正財源内訳） 県支出金 千円
一般財源 千円

66,167

令和２年度 3月 補正予算

扶助費

今回追加補正

予算体系 3 民生費 1 社会福祉費 2 障がい者福祉費 事業名 重度心身障がい者医療助成費事業

総合計画による位置づけ 基本方針 　ともに支え笑顔あふれるまちづくり 政策分野 ③障がい者

実施主体 市 所属部 市民福祉部 所属課 福祉課 予算書ページ 48 新規

66,167千円－62,592千円＝3,575千円

市債
ふるさと応援寄附金

重度心身障がい者（児）にかかる医療費の一部（保険診療で高額療養費の限度額を超えないもの）を助成することにより、その者の生活の安定と福祉の向上を図る。

対象者　：身障手帳1，2級の方、療育手帳で知能指数が35以下の方、身障手帳3級及び療育手帳で知能指数が36以上50以下の方（所得制限あり）
助成額：医療保険適用の自己負担－(500円／月）

事業費(千円) 267,409 予算額(単位：千円)

実施年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

事業内容
重度心身障が
い者にかかる医
療費の一部を助
成

重度心身障がい
者にかかる医療費
の一部を助成

重度心身障がい
者にかかる医療費
の一部を助成

重度心身障がい
者にかかる医療費
の一部を助成

1,788

500

一般財源 35,676 34,450 29,857 32,834

事業費(単位:千円) 71,859 69,063 60,320 66,167

財
源
内
訳

国庫支出金 扶助費 今年度見込額　66,167千円

県支出金 35,676 34,450 29,857 32,833

62,592
3,575

66,167

その他 507 163 606

計

1,787
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続 ○

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 平成 年度 ～ 令和 2 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

5,000

補助率

-1,680

５．その他参考となる事項

9月補正予算事業費
3月補正額（減額）
（補正財源内訳） 地方創生臨時交付金

一般財源

補正後事業費

3,320

新しい生活様式対策支援事業

総合計画による位置づけ 基本方針 　ともに支え笑顔あふれるまちづくり 政策分野 ③障がい者

実施主体 市 所属部 市民福祉部 所属課 福祉課 予算書ページ 47 新規

　　250,000円×12施設＝3,000,000円

市債

令和２年度 3月 補正予算

予算体系 3 民生費 1　社会福祉費 2　障がい者福祉費 事業名

事業費(単位:千円) 3,320 　　1,000,000円×2施設＝2,000,000円

財
源
内
訳

国庫支出金 　施設入所支援事業を除く事業所

県支出金

障がい者施設において、新型コロナウイルス感染症予防対策のために必要な経費の一部を補助することで、費用の負担を軽減するとともに、障がい者や施設従事者の健康を
守る。

新型コロナウイルス感染症予防対策のために必要な経費の一部を補助する。（補助率1/2）
　対象施設・経費：市内の障がい者事業所での感染症予防対策に必要な設備・備品・衛生材料等
　補助上限額：施設入所支援事業所（併設事業所を含む）100万円　、施設入所支援事業を除く事業所 25万円

事業費(千円) 3,320 予算額(単位：千円)

実施年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

事業内容

新しい生活様式
対策支援事業（障
がい者福祉）

負担金、補助及び交付金

　補助金 新しい生活様式対策支援事業（障がい者福祉）

　施設入所支援事業所（併設事業所を含む）

ふるさと応援寄附金 【今回補正（減額）】

地方創生臨時交付金 3,200

一般財源 120

5,000千円
△1,680千円

△180千円
△1,500千円

3,320千円

計
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続 ○

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 令和 2 年度 ～ 令和 2 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

補助率

18,500

-6,300

５．その他参考となる事項

9月補正予算事業費
３月補正額（減額）
（補正財源内訳） 地方創生臨時交付金

一般財源

補正後事業費

12,200 0計

令和２年度 3月 補正予算

予算体系 3 民生費 1　社会福祉費 3　　老人福祉費  事業名 新しい生活様式対策支援事業(高齢者福祉）

総合計画による位置づけ 基本方針 　ともに支え笑顔あふれるまちづくり 政策分野 ②高齢者

実施主体 市 所属部 市民福祉部 所属課 福祉課 予算書ページ 48 新規

高齢者の施設において、新型コロナウイルス感染症予防対策のために必要な経費の一部を補助することで、費用の負担を軽減するとともに、高齢者や施設従事者の健康を
守る。

新型コロナウイルス感染症予防対策のために必要な経費の一部を補助する。（補助率1/2）
　対象施設・経費：高齢者施設及び介護サービス事業所での感染症予防対策に必要な設備・備品・衛生材料等
　大規模施設：定員50人以上の施設（上限100万円）　　小規模施設：定員50人未満の事業所（上限２５万円）
　非接触による面会を可能にするため、タブレット機器の購入費を補助する。（上限5万円）

事業費(千円) 12,200 予算額(単位：千円)

実施年度 平成　年度 平成　年度 令和元年度 令和２年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

事業内容
新しい生活様式
対策支援事業
（高齢者福祉）

負担金、補助及び交付金 大規模施設（定員50人以上）

1,000,000円×5施設＝5,000,000円

小規模施設（定員50人未満）

事業費(単位:千円) 12,200 250,000円×50施設＝12,500,000円

財
源
内
訳

国庫支出金 オンライン面会導入（タブレット機器の購入費を補助）

県支出金 50,000円×20台＝1,000,000円

市債
地方創生臨時交付金 12,000 　【今回補正（減額）】　

一般財源 200

18,500千円
△6,300千円

△300千円

12,200千円

△6,000千円

11



【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続 ○

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 平成 29 年度 ～ 令和 2 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

3,750
補助率 -2,250

1/2、10/10

1/4 2,400

5,974

５．その他参考となる事項

※補助概要等については当初予算と同じ
当初予算事業費
6月補正事業費
3月補正事業費
（補正財源内訳） 国庫支出金 5,800

一般財源

補正後事業費
15,674

地方創生臨時交付金

500,000円×１１園=5,500,000円

3,550千円 地域型保育施設（１園）

1,400千円

15,674千円

-150千円

計

負担金，補助及び交付金 （補助金）

保育所等における業務効率化推進事業

1,000,000円×5か所×3/4＝3,750,000円

令和２年度 3月 補正予算

予算体系 ３　民生費 ２　児童福祉費 １　児童福祉総務費 事業名 保育対策総合支援事業

総合計画による位置づけ 基本方針 　ともに支え笑顔あふれるまちづくり 政策分野 ①妊娠・出産・子育て

実施主体 市 所属部 市民福祉部 所属課 子育て未来課 予算書ページ 49 新規

600 100,000円×12か月×2か所＝2,400,000円

市債

（〇保育所等における業務効率化推進事業）　嬉野市内の保育所等における保育システムを導入することで、保育業務及び園児の登園管理、副食費徴収等、事務負担軽減を図るために補助
を行う。
（〇保育体制強化事業）　嬉野市内の保育所等に清掃業務等の保育に係る周辺業務を行う者（保育支援者）の配置の支援を行い、保育士の業務負担軽減を図るため補助を行う。
（〇保育環境改善等事業）　）保育所、幼保連携型認定こども園及び地域型保育事業所（以下「保育所等」という。）において、新型コロナウイルスの感染拡大を防止する観点から、市が保育所
等に配布する子ども用マスク、消毒液等の卸・販社からの一括購入等や保育所等の消毒に必要となる経費を補助する。

○保育環境改善等事業（今回追加補正）
【事業内容】】①職員が感染対策の徹底を図りながら保育を継続的に実施していくために必要な経費②保育所等へのマスクや消毒液等の配布、感染防止用の備品購入
【対象施設等】保育所、幼保連携型認定こども園及び地域型保育事業所
【補助基準額】】定員19人以下　300千円、定員60人以上　　500千円
【補助割合】国1/2、市1/2

事業費(千円) 18,134 予算額(単位：千円)

実施年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

事業内容

保育対策総合支
援事業（保育所等
事故防止推進事
業）

保育対策総合支
援事業（保育所等
における業務効率
化推進事業）

保育対策総合
支援事業

事業費(単位:千円) 208 2,252 15,674 【今回減額補正】△2,250,000円

財
源
内
訳

国庫支出金 140 1,526 11,074 保育体制強化事業

県支出金

地方創生臨時交付金

ふるさと応援寄附金 保育環境改善等事業（国10/10）

2,300

300,000円×１園=300,000円

2,300千円

基準額：500,000円×12園＝6,000,000円

一般財源 68 726 1,700 令和元年度対象分：26,000円

基準額-令和元年度対象分

　6,000,000円-26,000円＝5,974,000円

【今回追加補正】12園　5,800,000円

保育環境改善等事業（国1/2）

6,150千円 保育園（８園）・認定こども園（３園）

5,974千円
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続 ○

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 平成 年度 ～ 令和 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

2,143
385

補助率

65,740

1/20

５．その他参考となる事項

※補助概要等については当初と同じ

当初予算事業費   2,143千円
3月補正事業費 66,125千円
（補正財源内訳） 県支出金 62,740千円

一般財源   3,385千円

補正後事業費 68,268千円

65,740 2,528

高度な機能を有する、自然災害にも強い低コスト耐候性ハウスの導入。

事業費(千円) 68,268 予算額(単位：千円)

実施年度 平成28年度

実施主体 個人・事業者 所属部 産業振興部 所属課 農業政策課 予算書ページ 57 新規

農畜産物の安定的供給体制の構築を図るため、産地としての持続性を確保し、農作物生産における収益力の向上を目的とする。

令和２年度 3月 補正予算

予算体系 ６　農林水産業費 １　農業費 ３　農業振興費 事業名 産地パワーアップ事業

総合計画による位置づけ 基本方針 　進化と創造、活力みなぎるまちづくり 政策分野 ①農業

平成30年度 令和元年度 令和２年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

事業内容
低コスト耐候性
ハウスの導入

低コスト耐候性
ハウスの導入

低コスト耐候性
ハウスの導入 負担金、補助及び交付金 （負担金）　2,528,000円

　【今回追加補正】　385,000円

事業費(単位:千円) 1,868 6,184 68,268

財
源
内
訳

国庫支出金 （補助金）　65,740,000円

県支出金 62,740 【今回追加補正】　県　62,740,000円

市債 　　　　　　 　　　　　市　　3,000,000円

ふるさと応援寄附金

その他
一般財源 1,868 6,184 5,528

計
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続 ○

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 平成 年度 ～ 令和 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

57
1,100

補助率 154
11,000

8,000

５．その他参考となる事項

当初予算事業費 12,311千円
3月補正事業費 8,000千円
（補正財源内訳） 地方創生臨時交付金 7,000千円

一般財源   1,000千円
補正後事業費 20,311千円

20,311

コロナウイルス感染症対策での休業による減収分

　進化と創造、活力みなぎるまちづくり 政策分野

計

④観光業

嬉野市営嬉野温泉公衆浴場「シーボルトの湯」の管理運営業務を委託

事業費(千円) 予算額(単位：千円)

実施年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

ふるさと応援寄附金

【今回追加補正】　8,000,000円

市営公衆浴場（ｼｰﾎﾞﾙﾄの湯）運営及び維持管理事業
市営公衆浴場「シーボルトの湯」運営により、観光客や市民が手軽に嬉野温泉に入っていただける「観光スポット」・「憩いの場」を創出する。
　「シーボルトの湯」の良質な泉質、温もりのあるおもてなし、シンボル的な外観等で嬉野温泉のPRが図られ、観光客の増に繋がる。

委託料　　8,000,000円

一般財源

指定管理委託料

市債

事業内容
市営公衆浴場
管理費

市営公衆浴場
管理費

市営公衆浴場
管理費

市営公衆浴場
管理費 報酬 指定管理選定委員

需要費 修繕費

11,650 10,650 20,311 役務費 保険料事業費(単位:千円) 14,106

財
源
内
訳

国庫支出金 委託料

県支出金

14,106 11,650

地方創生臨時交付金

10,650 13,311

8　市営公衆浴場費 事業名 市営公衆浴場管理費

内　　　　　　　　　　　　　　　　容

予算体系 7　商工費

総合計画による位置づけ

実施主体 市

基本方針

所属部 産業振興 所属課 観光商工課 予算書ページ 61 新規

令和２年度

7,000

1　商工費

令和２年度 3月 補正予算
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続 ○

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 平成 26 年度 ～ 令和 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

60
1,600 200

0
補助率 11,000 1,000

50％・55%

15% 702

270

５．その他参考となる事項
当初予算事業費 千円
３月補正事業費 千円
（補正財源内訳） 国庫支出金 千円

県支出金 千円
市債 千円
鹿島市負担金 千円
一般財源 千円

補正後事業費 千円

12,600 2,232

3,031

委託料

工事請負費

　進化と創造、活力みなぎるまちづくり 政策分野 ①農業

需用費

計

1,291

7,479 9,790 1,890

施設の維持　馬場下排水機場の補修工事及び測量設計を行う。
施設の維持　下童排水機場の補修工事を行う。

事業費(千円) 280,049 予算額(単位：千円)

実施年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

事業内容
頭首工、排水機
場等整備補修
４箇所

頭首工、排水機
場等整備補修
5箇所

排水機場等整
備補修　2箇所

排水機場等整
備補修設計　1
箇所

事業費(単位:千円) 28,929

令和２年度 3月 補正予算

【今回追加補正】　国の追加内示

財
源
内
訳

国庫支出金 13,673 26,200 65,290 6,520

実施主体 市 所属部 建設部 所属課 建設・農林整備課 予算書ページ 58 新規

農業施設の既存の有効活用を図りつつ、機能を効率的に保全していく事を目的とする。

一般財源

県支出金 4,080 負担金補助及び交付金 （負担金）塩田東部土地改良区

市債 10,800 2,100 【今回追加補正】

ふるさと応援寄附金 国の事業費内示増額により負担金も増額

設計・積算委託（１箇所）

予算体系 6　農林水産業費 1　農業費 9　農業農村整備費 事業名 地域農業水利施設ストックマネジメント事業

総合計画による位置づけ 基本方針

52,733 117,322

その他（鹿島市負担金） 4,468 11,772 9,130

2,562
12,270
5,640
1,650
2,100
1,291

14,832
1,589

6,708 7,282 22,312

14,832

消耗品費60千円
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続 ○

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 令和 2 年度 ～ 令和 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

5,000 400
9,600 1,000

補助率 6,000
50%・55% 89

18%

５．その他参考となる事項
当初予算事業費 千円
３月補正事業費 千円
（補正財源内訳）

一般財源 千円

補正後事業費 千円

14,600 7,489

新規

360

市債

工事請負費 ため池廃止工事（中山ため池）

【今回追加補正】

事業費(単位:千円) 22,089

整備工事測量２
箇所・
廃止工事１箇所

県支出金
国庫支出金 13,700 負担金、補助及び交付金 (負担金)土地改良事業団体連合会特別賦課金

事業内容

総合的な防災・減災対策を実施することにより、農業生産の維持、農業経営の安定及び地域住民の暮らしの安全の確保を図り、もって災害に強い農村づくりを推進する。

ため池整備事業として、妙現ため池（角ノ谷地区）・上林ため池（鍋野地区）の測量設計及び中山ため池（井手川内地区）の廃止工事を行う。

事業費(千円) 22,089 予算額(単位：千円)

実施年度 平成29年度
委託料 測量設計委託（妙現ため池・上林ため池）

仮設道路計画及び支障木伐採等の変更による増額

財
源
内
訳

平成30年度 令和元年度 令和２年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

令和２年度 3月 補正予算

予算体系 6　農林水産業費 1　農業費 9　農業農村整備費 事業名 農村地域防災減災事業（ため池等整備事業）

総合計画による位置づけ 基本方針 　進化と創造、活力みなぎるまちづくり 政策分野 ①農業

実施主体 市 所属部 建設部 所属課 建設・農林整備課 予算書ページ 58

6,000

22,089

ふるさと応援寄附金

その他（地元負担） 240

一般財源 7,789

16,089
6,000

計
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 令和 2 年度 ～ 令和 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

6,400 900
139,600 3,500

397
補助率

55%
42%･32%

146,000 4,797

５．その他参考となる事項
〇 事業負担割合　 事業費5,000万円以上　国55％・県42％・市　3％（式浪・鬼五郎）

事業費5,000万円未満　国55％・県32％・市13％（川瀬） 【委託料】 3,000千円（内単独　300千円）
2,900千円（内単独　300千円）

事業負担内訳（委託料+工事） 1,400千円（内単独　300千円）
計 7,300千円（内単独　900千円）

【工事請負費】 67,900千円（内単独1,600千円）
51,700千円（内単独1,300千円）
23,500千円（内単独　600千円）

【負担金補助及び交付金】 式浪頭首工 計 143,100千円（内単独3,500千円）
(負担金)特別賦課金 鬼五郎頭首工

川瀬頭首工 合計397,000円

11,577 計

式浪頭首工

鬼五郎頭首工

（千円） 川瀬頭首工

事業内容 補助基本額 国 県

58,920

市債
ふるさと応援寄附金

その他
一般財源

予算書ページ 57､58 新規 ○

事業費(単位:千円) 150,797

財
源
内
訳

国庫支出金 80,300

県支出金

市
式浪頭首工 69,000 37,950 28,980 2,070

鬼五郎頭首工 53,000 29,150 22,260 1,590 式浪頭首工

川瀬頭首工

令和２年度 3月 補正予算

予算体系 6　農林水産業費 1　農業費 9　農業農村整備費 事業名 農村地域防災減災事業（河川応急）

総合計画による位置づけ 基本方針 　進化と創造、活力みなぎるまちづくり 政策分野 ①農業

実施主体 市 所属部 建設部 所属課 建設・農林整備課

農業用河川工作物の機能を保全するため、治水機能が劣っている農業用河川工作物について、整備・補強等を行い
洪水等からの災害を未然に防止する。

河川の直轄管理区間及び知事管理区間で河道が整備されている一連の区間に設置された農業用河川工作物（頭首工、水門、樋門、樋管、橋梁等）のうち河川管理施設
等応急対策基準に照らして改善措置を要するものについて、整備、補強または撤去等を行う。

事業費(千円) 150,797 予算額(単位：千円)

実施年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

事業内容
頭首工３箇所測
量・工事（式浪・
鬼五郎・川瀬）

委託料 測量設計業務（式浪・鬼五郎・川瀬頭首工）

工事請負費 油圧ユニット・油圧シリンダー工事（式浪・鬼五郎・川瀬頭首工）

負担金、補助及び交付金 (負担金)土地改良事業団体連合会特別賦課金

24,000 13,200 7,680 3,120 鬼五郎頭首工

川瀬頭首工

173,000円
141,000円
83,000円
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続 ○

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 平成 26 年度 ～ 令和 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

521 1,067
-100 100

補助率 345
50% 333
25% 86 9

30
30

58,690

△ 5,090

５．その他参考となる事項 6
当初予算事業費 千円
３月補正事業費 千円
（補正財源内訳） 国庫補助金 千円

県補助金 千円
一般財源 千円

補正後事業費 千円

54,107 1,920

令和２年度 3月 補正予算

予算体系 6　農林水産業費 1　農業費 9　農業農村整備費 事業名 多面的機能支払交付金

総合計画による位置づけ 基本方針 　進化と創造、活力みなぎるまちづくり 政策分野 ①農業

実施主体 個人・事業者 所属部 建設部 所属課 建設・農林整備課 予算書ページ 58 新規

農村環境を共同活動により整備補修し、農村地域における資源や環境の保全と質的向上を図る。農地・農業用水等の資源や環境の良好な保全と質的向上が図られ、地域の
共助活動が再構築される。

農村地域における農道・水路・田・畑・ため池・パイプライン等施設の維持・補修及び環境保全活動。
　農地維持支払・資源向上支払（共同活動）・・・37地区
　資源向上支払（長寿命化）・・・28地区

事業費(千円) 400,598 予算額(単位：千円)

実施年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

事業内容
農地等の保全
管理・施設補
修・更新

農地等の保全
管理・施設補
修・更新

農地等の保全
管理・施設補
修・更新

農地等の保全
管理・施設補
修・更新

報酬

【今回補正】　推進交付金の内示

事業費(単位:千円) 62,909 63,217 60,462 56,027 職員手当等

財
源
内
訳

国庫支出金 33,782 30,878 29,594 27,306 共済費

県支出金 16,465 15,135 14,357 13,399 旅費 普通旅費　5,000円、費用弁償　90,000円（研修参加費4,000円、通勤手当85,200円）

市債 需用費 消耗品費

ふるさと応援寄附金 役務費 通信運搬費

その他（過年度返還金） 885 596 6 負担金、補助及び交付金 多面的機能支払交付金事業活動組織

一般財源 11,777 16,608 16,511 15,316 【今回減額補正】

事業費の確定による減額

償還金、利子及び割引料

61,117
△ 5,090
△ 2,644
△ 1,273

計

△ 1,173

56,027
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続 ○

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 令和 年度 ～ 令和 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

13,500
91,000
1,800

補助率 3,000

△ 1,500
95%

５．その他参考となる事項
当初予算事業費 千円
3月補正事業費 千円
補正財源内訳 千円

補正後事業費 千円

107,800

【今回減額補正】

県支出金 支障電柱移転補償費

市債 19,100 36,900 57,000

事業費(単位:千円) 72,688 93,392

財
源
内
訳

国庫支出金

工事請負費 道路改良工事

公有財産購入費

その他
ふるさと応援寄附金 49,217 40,000

予算体系 ８　土木費 2　道路橋りょう費 2　道路橋りょう新設改良費 事業名 市道新設改良事業

総合計画による位置づけ

事業内容
市道改良 市道改良 市道改良 市道改良 委託料 用地測量、設計業務

用地買収

市道改良路線の測量設計、改良、用地買収、補償を行う。

予算額(単位：千円)

内　　　　　　　　　　　　　　　　容

建設部 所属課 建設・農林整備課 予算書ページ 63 新規

実施年度 平成29年度 平成30年度

市道の新設、道路拡幅、排水路改修を行い各種交通の安全性と渋滞の緩和を図り、また、良好な住宅環境を確保し地域生活基盤の向上を目的とする。

基本方針 　自然と調和、快適住生活のまちづくり

計

一般財源 4,371 16,492 36,419 22,600

令和元年度 令和２年度

事業費(千円)

55,200

令和２年度 3月 補正予算

18,336 30,000

111,755 107,800 補償、補填及び賠償金 物件、立木、工作物等の補償

政策分野 ⑦道路・交通

実施主体 市 所属部

109,300
△ 1,500

一般財源 △ 1,500

107,800
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続 ○

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 平成 23 年度 ～ 令和 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

25,181 1,000
△ 685 △ 163
3,800 1,500

補助率 685 △ 1,279
52.50% 17,000 1,500

90%・100%

５．その他参考となる事項
当初予算事業費 千円
6月補正事業費 千円
3月補正事業費 千円
補正財源内訳 千円

千円
千円

補正後事業費 千円

45,981 2,558

令和元年度 令和２年度

計

【今回減額補正】　事業費精算による減

市債

内　　　　　　　　　　　　　　　　容
道路防災調査（市道北向線外12路線）委託料

実施年度 平成29年度

133

48,539

国庫支出金 12,993

市道調査・改良 市道調査・改良

4,800

事業内容

県支出金

その他
一般財源

舗装補修整備（設計）

48,539 【今回減額補正】　事業費精算による減

ふるさと応援寄附金

予算体系 ８　土木費 2　道路橋りょう費 2　道路橋りょう新設改良費 事業名 社会資本整備総合交付金事業（市道調査・改良）

新規

平成30年度

総合計画による位置づけ 基本方針 　自然と調和、快適住生活のまちづくり

令和２年度 3月 補正予算

13,900 28,900 8,000

市道調査・改良 市道調査・改良

政策分野 ⑦道路・交通

17,058
国庫支出金

33,007 24,140 工事請負費 【今回追加補正】市道内野山木場線

事業費(単位:千円) 24,804 36,716 64,997

財
源
内
訳

7,011

△ 30,519
62,000

道路防災事業及び舗装補修整備事業により通行車両及び歩行者の安全確保を図ることを目的とする。

市道防災事業路線の測量、調査、工事を行う。

事業費(千円) 予算額(単位：千円)

実施主体 市 所属部 建設部 所属課 建設・農林整備課 予算書ページ 63

18,007

8,925
市債 8,000
一般財源

4,809 3,090 16,399
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続 ○

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 令和 2 年度 ～ 令和 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

9,000 1,000
△ 500

補助率
57.75%

５．その他参考となる事項
当初予算事業費 千円
6月補正事業費 千円
3月補正事業費 千円
補正財源内訳 一般財源 千円

補正後事業費 千円

9,000 500計

市が管理する橋梁等について、長寿命化及び修繕等に係る費用の縮減を図りつつ、地域の道路網の安全性・信頼性を確保することを目的とする。

予算体系 ８　土木費 2　道路橋りょう費 2　道路橋りょう新設改良費 事業名 道路メンテナンス事業

総合計画による位置づけ 基本方針 　自然と調和、快適住生活のまちづくり

国庫支出金
県支出金

5,197

橋梁補修設計 委託料 橋梁補修設計業務（市道橋２橋)

【今回減額補正】　事業費精算による減

事業費(単位:千円) 9,500

財
源
内
訳 その他

一般財源

ふるさと応援寄附金

事業費(千円) 予算額(単位：千円)

実施主体 市 所属部 建設部 所属課 建設・農林整備課 予算書ページ 63 新規

市債

実施年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

事業内容

橋梁等の定期点検及び補修整備を行う。

令和２年度 3月 補正予算

9,500

0
10,000
△ 500
△ 500

政策分野 ⑦道路・交通

4,303
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続 ○

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 平成 27 年度 ～ 令和 2 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

1,700
△ 1,500

補助率

５．その他参考となる事項
当初予算事業費 千円
9月補正事業費 千円
3月補正事業費 千円
補正財源内訳 千円

千円

補正後事業費 千円

200

急傾斜地の崩壊、落石による災害から、人命・人家を守る。

急傾斜地である庵の山地区の法面補強、落石防護柵などの設置をする。

事業費(千円) 9,610 予算額(単位：千円)

実施年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

事業費(単位:千円) 460

財
源
内
訳

ふるさと応援寄附金

国庫支出金

その他

県支出金
市債

令和２年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

建設・農林整備課

事業内容
地元負担金 地元負担金 地元負担金 地元負担金 負担金、補助及び交付金 （負担金）事業負担金

【今回減額補正】　県営事業費変更に伴う減

一般財源

令和２年度 3月 補正予算

予算体系 ８　土木費 ３　河川費 １　河川総務費 事業名 急傾斜地崩壊対策事業

総合計画による位置づけ 基本方針 　助け合う安全・安心のまちづくり 政策分野 ①消防・防災

実施主体 県 所属部 建設部 所属課

2,500

3,250

460

分担金 △ 750

1
1,699

△ 1,500

予算書ページ 64 新規

3,250 200

2,500 200

一般財源 △ 750

200

計
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続 ○

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 令和 年度 ～ 令和 2 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

240
△ 240

62
補助率 5
66.67% 20

26,700
100% 21,000 2,600

△ 2,641
500

５．その他参考となる事項
当初予算事業費 千円
専決事業費 千円
9月補正事業費 千円
3月補正事業費 千円
補正財源内訳 千円

市債 千円
一般財源 千円

補正後事業費 千円

18,359 29,887

現年発生した公共土木施設災害を復旧することにより、民生の安定を図る。

令和２年７月豪雨により発生した公共土木施設の災害復旧工事及び崩土等の除去を行う。

事業費(千円)

【今回減額補正】

需用費 （消耗品費）

48,246 （印刷製本費）

48,246 予算額(単位：千円)

実施年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

事業内容
公共土木施設
災害復旧事業

事業費(単位:千円)

本省協議

財
源
内
訳

20,340

48,246

旅費

国庫支出金

ふるさと応援寄附金

令和２年度 3月 補正予算

予算体系 11　災害復旧費 ２　公共土木施設災害復旧費 １　現年公共土木施設災害復旧費 事業名 現年公共土木施設災害復旧費

総合計画による位置づけ 基本方針 政策分野

実施主体 市 所属部 建設部 所属課 建設・農林整備課 予算書ページ 75 新規

12,245 役務費 （通信運搬費）

県支出金

5,587
25,200

委託料 測量設計業務、崩土等除去（重機対応）業務

市債 6,100 工事請負費 公共土木施設災害復旧

【今回減額補正】事業費精算による減

その他 原材料費

一般財源 29,901

△ 2,881
国庫支出金 △ 1,755

△ 900
△ 226

計
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 令和 2 年度 ～ 令和 2 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

6,804

補助率
1/3

100%

6,804

５．その他参考となる事項

活用する交付金の事業名 学校施設環境改善交付金（1/3）
23,900円（空調単価）×247㎡×1/3＝1,967,000円

学校教育施設等整備事業債
（6,804,000円－1,967,000円）×100％＝4,800,000円（10万止）

〇歳出 工事請負費　　　１式 6,804,000円

平成30年度 令和元年度 令和２年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

事業内容
既設空調設備
の更新

工事請負費 空調設備更新　1式

4,800
ふるさと応援寄附金

国の「学校施設環境改善交付金」を活用して、轟小学校の校長室、事務室、保健室、パソコン室の既設の空調設備を更新する。

10　教育費 2　小学校費 1　学校管理費 事業名

実施年度 平成29年度

県支出金

事業費(千円) 6,804 予算額(単位：千円)

【明許】学校施設空調設備改修（轟）

総合計画による位置づけ 基本方針 　しなやかでたくましい「人」育むまちづくり 政策分野 ①教育

実施主体 市 所属部 教育部 所属課 教育総務課 予算書ページ 69 新規 ○

学校施設内の未設置室に空調設備の新設及び経年劣化した既設の空調設備の更新を計画的に実施することで、学校の環境整備を図ることができる。

令和２年度 3月 補正予算

予算体系

事業費(単位:千円) 6,804

財
源
内
訳

国庫支出金

一般財源 37
その他

1,967

学校教育施設等整備事業債

計
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 令和 2 年度 ～ 令和 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

37,730

補助率
定額

37,730

５．その他参考となる事項

○歳出
タブレット・ライセンス・初期設定費（１～３年生） 49,000円×700台×1.1＝37,730,000円

活用する交付金の事業名　　　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 27,892,000円

地方創生臨時交付金 27,892

一般財源 9,838 計

事業費(単位:千円) 37,730

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金
市債
ふるさと応援寄附金

文部科学省における『ＧＩＧＡスクール構想』が掲げる「１人１台端末」の環境を整えることで、子どもたち一人一人の反応を踏まえた双方向型の授業及び一人一人の教育的
ニーズや学習活動に応じた個別学習が可能になり、また各自の考えを即時に共有し多様な意見にも即時に触れられる等、主体的・対話的で深い学びの視点からの授業の改
善が図られ、より充実した学習活動を展開することができる。

令和２年９月補正の情報機器整備事業により現在小学４年生から６年生までの児童分について整備中であるが、ＩＣＴの活用により全ての子どもたちの学びを保障できる環境
を早期に実現するために、小学１年生から３年生までの児童に対してタブレット端末を追加配備する。

事業費(千円) 37,730 予算額(単位：千円)

実施年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

事業内容
タブレット端末
整備

備品購入費 タブレット端末（児童用・予備）　700台

総合計画による位置づけ 基本方針 　しなやかでたくましい「人」育むまちづくり 政策分野 ①教育

実施主体 市 所属部 教育部 所属課 教育総務課 予算書ページ 69 新規 ○

令和２年度 3月 補正予算

予算体系 10　教育費 2　小学校費 1　学校管理費 事業名 【明許】タブレット端末（情報機器）整備事業
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